
平成２０年度対象予算： ５６０百万円

（平成１９年度対象予算： ４２０百万円＊）

実施期間： 平成１５～２４年度

（予算総額： ７,１００百万円）
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戦略重点科学技術（６） 世界標準を目指すソフトウェアの開発支援技術

施策名： オープンソフトウェア利用促進事業 【経済産業省】

戦略重点科学技術（６） 世界標準を目指すソフトウェアの開発支援技術

施策名： 産学連携ソフトウェア工学の実践 【経済産業省】

エンタープライズ系及び
組込み系分野において、ソ
フトウェアの信頼性及び生
産性に関する価値の可視
化を図るための実践的なソ
フトウェア開発手法等に関
する研究・調査、ツール整
備等を行うとともに、その成
果の普及・啓発を行う。

信頼性を確保できる
開発手法に基づいた
高信頼な組込みソフ
トウェアの開発支援
を行う。

ソフトウェア開発手法
の研究・実践等を行
う産学官が連携した
体制を整備する。
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産学官が連携する公的な拠
点を整備し、事業実施のコア

メンバーを輩出

ソフトウェアエンジニアリン
グの研究・高度化
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＊全体予算： ７０３百万円

全体予算： ５６０百万円

○ソフトウェアは、我が国経済社会システムの基盤であり、
製造業をはじめとするあらゆる産業の付加価値の源泉と
なっている。近年頻発するソフトウェアの不具合に関連した
事故に対応するため、「情報システムの信頼性向上に関す
るガイドライン」を策定したところ。

○本ガイドライン等を踏まえ、ソフトウェアの信頼性及び生産
性を向上させるため、産学官が連携して実践的なソフトェ
ア開発手法等に関する研究・調査、ツール整備、普及啓発、
実証等を行う。また、信頼性を確保できる開発手法に基づ
いた高信頼な組込みソフトウェアの開発支援を行う。

○また、信頼性及び生産性を向上させるソフトウェア開発手
法の研究・実践等を行う、産学官が連携した体制（ソフト
ウェアエンジニアリングセンター・ＳＥＣ）を整備する。

平成２０年度対象予算： ２,２５０百万円*

－産学連携ソフトウェア工学実践事業 １,４００百万円*

－産学連携ソフトウェア工学実践拠点 ８５０百万円

（平成１９年度対象予算： １,５５０百万円＊）

実施期間： 平成１６～２１年度

（予算総額： １３,５００百万円）

＊全体予算：２,２００百万円

＊全体予算：２,４２０百万円

（１,２００百万円＋１,０００百万円）

＊全体：１,５７０百万円

全体： ８５０百万円

・政府調達に不可欠な信頼性向上、互換
性確保技術の開発

・構築されたｿﾌﾄはOSSﾓｼﾞｭｰﾙとして公開

・技術参照ﾓﾃﾞﾙ（TRM）
の策定 等

・ｻﾎﾟｰﾄ側、調達側双方向けの
人材育成ｶﾘｷｭﾗﾑ作成 等

・導入事例収集・提供、法的
課題に関する調査、ｶﾞｲﾄﾞ
ﾌﾞｯｸ等作成、ｾﾐﾅｰ等開催

・高度OSS開発人材育成のため、我が
国発のOSSﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ（例えばRuby
等）を支援

ｵｰﾌﾟﾝｽﾀﾝﾀﾞｰﾄﾞ導入
のための関連開発

ｵｰﾌﾟﾝな標
準の普及

OSSｻﾎﾟｰﾄに

係る人材育成

OSSｺﾐｭﾆﾃｨ

の活性化

普及啓蒙

ﾕｰｻﾞのﾆｰｽﾞに応える
開発側の環境整備

ﾕｰｻﾞｻｲﾄﾞのｵｰﾌﾟﾝｿﾌﾄ利用促進

○「情報システムに係る政府調達基本
方針」には、オープンな標準に基づ
く調達および分割調達が謳われ、ＩＴ
システムの調達コスト削減およびＩＴ
マーケットにおける健全な競争環境
の構築を図ろうとしている。

○しかしオープンな標準および分割調
達の導入は、一部民間にとっては
独占的で優位な立場の放棄を意味
することから初期における自発的取
組は期待できず、官主導により方向
付けを行うことが不可欠。



大量の情報を瞬時に伝え大量の情報を瞬時に伝え
誰もが便利・快適に利用できる誰もが便利・快適に利用できる

次世代ネットワーク技術次世代ネットワーク技術

戦略重点科学技術（７）

戦略重点科学技術（７） 大量の情報を瞬時に伝え 誰もが便利・快適に利用できる次世代ネットワーク技術
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施策名： 次世代バックボーンに関する研究開発 【総務省】

平成２０年度対象予算： １,２９６百万円

（平成１９年度対象予算： １,６１９百万円）

実施期間： 平成１７～２１年度

（予算総額： ８,２３４百万円）

○情報通信インフラの強化を図るととも
に、高度な利活用に対応する超高速
ネットワーク環境を整備するため、以下
の技術の研究開発を推進する。

①分散型バックボーン構築技術
②複数事業者間の品質保証技術
③異常トラヒック検出・制御技術

ＩＳＰ Ａ
東京地区

ＩＳＰ-Ａ

ＩＸ

｢安さ｣､｢速さ」で世界１のブロードバンドサービス
（各ISPとも、自社顧客のためのブロードバンド化には積極的）

ＩＳＰ-A 利用者

東京地区
ＩＳＰ-Ｂ

他地域
ＩＳＰ-Ｙ

他地域
ＩＳＰ-Ｘ

東京他地域

(2) 複数事業者間の

品質保証技術
トラヒックの流れに応じて

ネットワークの利用効率を
最適化するトラヒックエンジ
ニアリング技術を開発し、
個々のサービスごとに必要
な帯域を確保

ルータ

バックボーン

(1) 分散型バックボーン構築技術
地域に閉じるトラヒックは当該地域で交換することを

可能とする地域性を考慮した経路制御等

トラヒック交換の東京一極集中の是正

地域に閉じるトラヒックは当該地域で交換

(3) 異常トラヒックの検出・制御技術
通常のネットワーク運用では見られない異

常なトラヒックの検出・制御を可能とする技術

IP電話

IP-TV電話

IP-TV会議

等々

ISP(Internet Service Provider)：インターネット接続事業者

IX(Internet eXchange)：ISPのためにトラヒック交換機能を
提供する者

アクセス網




